
勤務環境改善推進委員会

看護職員の勤務環境に関する調査報告

2023年度

2023年12月2日

1

資料番号１



はじめに

2019年４月 『働き方改革関連法案』施行

•年次有給休暇５日間付与が義務化

•県内各施設の看護管理者の方へ年休取得に関する
アンケート調査を開始

• 2020年度から、「年休取得に関するアンケート」
「時間外勤務」「夜勤負担」「暴力・ハラスメン
ト対策」を加えて調査を実施

• 2023年度、「評価・処遇」を加えて調査を実施
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目的

 各施設における2022年度の
「夜勤」「時間外労働」
「暴力・ ハラスメント」
「評価・処遇」「年休取得」
「育児休業取得」について、状況や
対策・工夫などを調査し、結果を
今後の参考とする
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【実施方法】

 調査方法：アンケート調査

山形県看護協会より各施設に調査依頼

テーマ：「2022年度 山形県内病院の看護職員
就業状況及び勤務環境調査」

 調査期間：2023年6月1日（木）～6月19日（月）

 調査内容：夜勤、時間外労働、暴力・ハラスメ
ント、評価・処遇、年休・育児休暇取得の状況
や対策と工夫について

 調査対象：県内66施設 （回収率98.5％）
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結果
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１．夜勤・交代制勤務について

2020年度 2021年度 2022年度

三交代制 48 46 49

二交代制
（16時間以上）

23 16 19

二交代制
（16時間未満）

17 22 19

その他 1 1 0

夜勤交代制勤務の推移 ｎ＝66
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地域別最も多い夜勤体制

全体 村山 最上 置賜 庄内

3交代制
49 28 3 8 10

2交代制
16時間以上 19 7 2 6 4

2交代制
16時間未満 19 7 0 6 6

その他
0 0 0 0 0

ｎ＝66



2．労働時間について
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11時間以上の十分な勤務間インターバルの確保について

できている

48

72%

できていない

28%

2021年度

できている

42

64%

できていない

30%

今後対策を講

じる予定3%
無回答3%

2022年度

ｎ＝67 ｎ＝66



各病院における最大勤務拘束時間
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40

5

3

26

34
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0

0 10 20 30 40 50

16時間以上

8時間以上16時間

未満

8時間未満

無回答

2021年度 2022年度

(施設数)

施設数
2021年度 ｎ＝６７
2022年度 ｎ＝66



最大・最小の勤務拘束時間
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2021年度 2022年度

最大 24時間 17時間

最小 7.75時間 7時間

最大の勤務拘束時間が13時間以内の病院

2021年度 2022年度

13時間以内
の病院

33 27

（13時間＝日本看護協会が推奨する最大の勤務拘束時間）



二交代勤務の仮眠時間
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6

24

4

1

9

17

10

0

0 5 10 15 20 25 30

120分以上

90分以上120分未満

60分以上90分未満

60分未満

2021年度 2022年度

(施設数)

施設数
２０２１年度 ｎ＝36
２０２２年度 ｎ＝35



仮眠環境
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0

0

17

4

3

12

1

1

12

10

3

9

0 5 10 15 20

その他

仮眠できる場所なし

専用スペースなし、横にはなれる

個室なし、仮眠スペースあり

仮眠専用の個室あり、必要数なし

仮眠専用の個室がある

2021年度 2022年度

(施設数)



3.時間外労働について
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2022年・2023年3月の1か月の平均時間外勤務時間数
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0
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600分以上

480～600分

360～480分

240～360分

120～240分

60～120分

60分未満

時間外なし

無回答

2022年 2023年
(施設数)

施設数
2022年 ｎ＝６７
2023年 ｎ＝66



2022年・2023年3月の
夜勤における1か月の平均時間外勤務時間数
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19
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24

1

6

3

2

8

19
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27

0

0 5 10 15 20 25 30

240～480分

120～240分

90～120分

60～90分

30～60分

30分未満

時間外なし

無回答

2022年 2023年

(施設数)

施設数
2022年 ｎ＝６７
2023年 ｎ＝66



可視化されていない時間外労働の内容
（複数回答）

12

26

22

34

10

28

28

36

0 10 20 30 40

その他

勤務時間外の研修

参加

持ち帰り残業

前残業

2021年度 2022年度

(施設数)

看護研究・プライマリーに関する情報取
集やサマリー記載・担当委員会業務・

勤務表作成・資料作成・
自主的な始業前情報収集など

施設数
2021年度 ｎ＝６７

2022年度 ｎ＝66



4．暴力・ハラスメント対策について

15

2

5

59

1

4

62

0 10 20 30 40 50 60 70

無回答

取っていない

取っている

2021年度 2022年度

(施設数)

暴力・ハラスメントについて組織として対策を取っているか

施設数
2021年度 ｎ＝６７
2022年度 ｎ＝66
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仕事のコントロール感を持てるような取り組み内容
（複数回答可）

2

35

27

42

21

4

38

31

48

30

0 10 20 30 40 50 60

その他

役割の整理・明確化

業務量削減

能力に応じた仕事の配分

能力開発の支援

2021年度 2022年度

PNSによるシャッフル、補完の活用
パートナーシップ、ナーシングシステム

など
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5. 評価・処遇について

仕事・役割・責任等に見合った
納得できる評価と処遇とするための取り組み

している

55%していない

33%

今後取り

組む予定

12%

「している」内容 施設

基本給の引き上げ 12

決まって支給する手当 26

一時金として支給 2

その他 4

平均
4,409円/月
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決まって支給する手当の内容

施設

勤務手当 2

役職手当 19

地域手当 0

業績手当 3

資格手当 11

技能・技術手当 2

その他 9

特殊業務調整手当・調整手当・特別手当
処遇改善加算に準拠した暫定手当
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調査年度 2020年 2021年 2022年

回答施設数 67施設 67施設 66施設

平均年休取得数 11.2日
最小 6日
最大 19日

11.3日
最小 5日
最大 19.5日

11.9日
最小 6日
最大 18日

全職員の5日以上の年休取得状況

94.0% 89.6%

10.4%
6.0％

2021年度2020年度

平均年休取得日数

6. 年休取得について

89.4%

10.6%

2022年度

できた できなかった



《5日以上の年休取得ができなかった理由》
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• 代替できる人がいない

• 配属先や役割によっては年休取得することが難
しい

• 病欠者などの発生により、全員が取得できない
こともある

• クラスター対応による勤務変更及び自宅待機
制限のため
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年休取得のための組織の取り組み
（複数回答）

8

19

17

32

52

11

16

21

32

49

0 10 20 30 40 50 60

その他

年休取得を前提として人員配置

年休年間取得計画の策定

労働者本人への取得状況の説明

年休取得管理簿の作成

2021年度 2022年度



《年休取得に向けた「その他」取り組み内容》
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• 自己申告が原則だが、所属長が把握し均等に
取れるように配慮している

• 所属長による定期的な取得状況の報告

• 勤怠システム導入し、職員係から未取得者の
通知がある

• 年休取得促進の周知徹底

• 師長の確認と把握



平均年休取得日数の施設割合の推移
（2018年度～2022年度）
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4.4%

1.5%

0

50.0%

41.2%

31.3%

29.9%

18.2

32.4%

41.2%

49.3%

50.7%

59.1

13.2%

13.2%

18.0%

18.0%

21.2

2.9%

0

1.5%

1.5%

1.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2018年度

2019年度

2020年度

2021年度

2022年度

0日 1～5日未満 5～10日未満 10～15日未満

15～20日未満 20日以上 記載なし



設置主体別の平均年休取得日数の割合
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0.0%

28.6%

10.5%

60.7%

57.9%

4.5%

28.9%

0.0%

2.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

国公立病院

民間病院

0日 1～5日未満 5～10日未満

10～15日未満 15～20日未満 20日以上

ｎ＝28

ｎ＝38
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働き方改革推進のための取り組みについて
（複数回答）

＊令和4年4月から
「働き方改革を推進するための関係法律の整備に関する法律」が施行

2021年度 2022年度

時間外労働の上限を設けている 36 33

年休取得をすすめている 61 60

勤務間インターバル確保をすすめ
ている

29 27

その他 0 0
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7. 育児休業取得について

育児休業期間別の人数の推移（割合％）

208

58.3%

120
33.6%

28

1

2020年度

1年未満 1-2年未満 2-3未満 3年

250
66.7%

104
27.7%

14
7

2021年度

317
65.1%

123
25.3%

40

7

2022年度

n＝375 n＝487n＝357

2021年度 2022年度

出産された職員数 361人 363人

（単位：人）

（内 男性19人）
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設置主体別育児休業期間

153
90

40

7

国公立病院

1年未満 1-2年未満 2-3年未満 3年

164

33

0

民間病院
ｎ＝290 ｎ＝197

（単位：人）



28

産後パパ育休（出生時育児休業）の導入について

2022年度

導入している 57

導入していない 9

取得人数：10人
取得日数：平均16日

※産後パパ育休（出生時育児休業）とは、子供が生ま
れて8週間以内に、4週間まで取得できる育児休業で、
男性従業員が育児休業を取得しやすいように、令和4
年10月1日から施行。原則、子供が1歳の期間までに
休業できる育児休業制度とは別に取得可能。
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育児休暇取得者数について
2022年４月1日～2023年３月31日
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各施設の様々な取り組みを参考にして

いたただけると幸いです

ご協力いただきました各施設の皆様

ありがとうございました

ご清聴ありがとうございました
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